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東南海・南海地震に関する調査研究について
 

　東京大学（総長　佐々木　毅）、名古屋大学（総長　松尾　稔）、東北大学（総長　
吉本　高志）及び海洋科学技術センター（理事長　平野　拓也）は、文部科学省が実
施している「新世紀重点研究創生プラン〜RR2002〜」の防災分野におけるプロジェ
クトの一つとして、平成15年度から5年計画で「東南海・南海地震に関する調査研究
−予測精度向上のための観測研究−」（研究代表者　東京大学地震研究所　金沢　敏
彦）を実施する。

１． 背景

　地震調査研究推進本部地震調査委員会は、平成13年9月、東南海・南海地震の長期
評価を公表した（想定震源域は図１、評価結果は表１を参照）。また、この評価等を
契機として、平成14年７月には、「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関
する特別措置法」が議員立法として成立・公布され、本年7月に施行された。
　地震調査研究推進本部政策委員会の調査観測計画部会は、以上のような状況を踏ま
え、本年６月に「東南海・南海地震を対象とした調査観測の強化に関する計画（第一
次報告）」を取りまとめた。関係機関は、この計画の目標である

地殻活動の現状把握の高度化
長期的な地震発生時期、地震規模の予測精度の向上
強震動と津波の予測精度の向上

を図るため、同地震を対象に調査観測を実施することとしている。

２．調査研究内容

文部科学省は、上記の計画に従い、平成15年度から５年計画で、「東南海・南海地震
に関する調査研究−予測精度向上のための観測研究−」を実施することとしており、
東京大学地震研究所、名古屋大学大学院環境学研究科、東北大学大学院理学研究科及
び海洋科学技術センターは、次の調査研究を分担して実施する（平成１５年度実施予
定は図２、全体実施予定（５年計画）は図３を参照）。

調査研究(1)　プレート形状等を把握するための構造調査研究
　（実施機関：海洋科学技術センター）参考１、参考２
　東南海・南海地震の想定震源域の境界領域や、想定されるアスペリティ(地震発生
時の断層面上のすべり量が大きい領域)及びその周辺域を調査対象として、南海トラ
フに垂直な方向で海陸を統合した測線や、南海トラフに平行な測線で広角反射・屈折
法調査を実施し、プレート境界面の巨視的な形状などの大構造や想定震源域と陸域間
の地震波速度構造を明らかにする。
　また、想定震源域の面的な情報が得られるよう稠密な反射法調査を実施し、プレー
ト境界面から派生している分岐断層の分布とその形状、海山などのプレート境界浅部
の形状や地震波の反射強度分布を把握する。
　さらに、地震活動とプレート境界域や地殻構造との対比を行うため、自己浮上式海
底地震計による機動的地震観測を実施する。

　『平成15年度実施内容』

広角反射・屈折法調査　平成16年1月〜2月調査開始（南海トラフに平行な測
線）
機動的地震観測　平成16年3月調査開始（土佐沖）

調査研究(2)　微小地震分布を把握するための海底地震観測研究
　（実施機関：東京大学地震研究所）参考３　
　東南海・南海地震の想定震源域の地震活動度が相対的に高い領域、想定震源域の境
界領域、想定されるアスペリティ及びその周辺域などの注目すべき領域について、自
己浮上式海底地震計による長期観測を実施し、より正確な地震活動の把握、より詳細
なプレート境界の形状の把握や地殻構造と地震活動との対比などを行う。



　『平成15年度実施内容』

海底地震計　9台設置　平成15年11月調査開始（紀伊半島沖）

調査研究(3)　海底地殻変動観測の精度向上のための技術開発
　（実施機関：名古屋大学大学院環境学研究科、東北大学大学院理学研究科）参考
４、参考５
　東南海・南海地震の想定震源域及びその周辺海域での地殻変動を観測するためのＧ
ＰＳ／音響測距結合方式による海底地殻変動観測システムの安定性の向上と２〜３ｃ
ｍの繰り返し観測精度を目指して、海中の音速構造の補正手法の高度化及び音響測距
技術の高度化に重点を置いた技術開発を行う。平成15年度からの３年間は、海中の音
速構造と海底の位置を同時に決定する手法（音速構造トモグラフィー）、測位装置を
ブイに搭載して観測する手法など複数の手法を用いて試験観測を行い、平成18年度か
らの２年間は、それまでの成果を踏まえ、適切な観測システムの構築を行う。

　『平成15年度実施内容』

平成16年3月 名古屋大学、東北大学が各1観測点を熊野海盆に設置（計2点）

 

　<問い合わせ先>
　 全体の調査計画及び調査研究(2)及び(3)につい
て
　東京大学地震研究所
　地震地殻変動観測センター：金沢敏彦
　　電話：03-5841-5780 FAX：03-5841-8265
　アウトリーチ推進室：土井恵治
　　電話：03-5841-2498　FAX：03-5841-
5643

　調査研究(1)について
　海洋科学技術センター
　固体地球統合フロンティア研究システム：金田
義行
　　電話：045-778-5389　FAX：045-778-
5439
　総務部　普及・広報課：鷲尾、五町
　　電話：046-867-9066　FAX：046-867-
9055

 
図１



想定南海地震及び想定東南海地震の震源域
（「南海トラフの地震の長期評価について」（平成13年９月、地震調査委員会）図３

に加筆）

平成15年度実施予定の調査観測
図２

平成１５年度の主な調査観測の予定

１． プレート形状等を把握するための構造調査研究

(1) 広角反射・屈折法調査

調査開始　平成16年1月〜2月
調査期間　１ヶ月程度（設置、回収含む）

(2) 機動的地震観測



調査開始　平成16年3月
調査期間　3ヶ月程度（設置、回収含む）

２．微小地震分布を把握するための海底地震観測研究

平成15年11月　9台設置

３．海底地殻変動観測の精度向上のための技術開発

平成16年3月　2観測点設置

東南海・南海地震に関する調査研究」での調査観測全図
図３

：H15広角反射・屈折法調査

：H15機動的地震観測海底地震計配置計画案

：H16広角反射・屈折法調査（京都大学との共同
研究）

：H16稠密反射法調査海域

：H17広角反射・屈折法による海陸統合構造調査

：H18反射法調査海域

：H18機動的地震観測域



：H19広角反射・屈折法による海陸統合構造調査

 

表１．南海トラフの地震の長期評価結果概要
 

1. 次の南海地震と東南海地震の発生時期の関係
同時又は相互に近接して発生するかのどちらか。
後者の場合、東南海地震、南海地震の順番で発生する可能性が高い

2. 次の地震の規模
個別発生の場合
　南海地震マグニチュード8.4前後
東南海地震マグニチュード8.1前後
同時発生の場合
　マグニチュード8.5前後

3. 次の南海地震の発生確率等

項目 将来の地震
発生確率等* 備考

今後10年以内の発生確率 10%未満 時間予測モデルによる「前回から
次回までの標準的な発生間隔」
90.1年及び発生間隔のばらつき
α0.20〜0.24をBPT分布モデル
（地震調査研究推進本部地震調査
委員会、2001）に適用して発生
確率を求めた。

今後20年以内の発生確率 20%程度

今後30年以内の発生確率 40%程度

今後40年以内の発生確率 60%程度

今後50年以内の発生確率 80%程度

地震後経過率 0.60 経過時間54.0年を発生間隔90.1
で除した値。

注*：評価時点は全て2001年1月1日現在。

4. 次の東南海地震の発生確率

項目 将来の地震
発生確率等* 備考

今後10年以内の発生確率 10%程度
時間予測モデルによる「前回か
ら次回までの標準的な発生間
隔」86.4年及び発生間隔のば
らつきα0.18〜0.24をBPT分布
モデル（地震調査研究推進本部
地震調査委員会、2001）に適
用して発生確率を求めた。応力
の解放量の推定の信頼度が低い
ことから、その精度は十分では
ない。但し,東南海地震は南海
地震と同時に発生するか、相互
に時間的に近接して発生するか
のどちらかである可能性が高い
と考えられることに留意する必
要がある。

今後20年以内の発生確率 30%程度

今後30年以内の発生確率 50%程度

今後40年以内の発生確率 70〜80%程度

今後50年以内の発生確率 80〜90%程度

地震後経過率 0.65 経過時間56.1年を発生間隔
86.4で除した値。

注*：評価時点は全て2001年1月1日現在。



この表は、「南海トラフの地震の長期評価について」（平成13年９月、地震調査員
会）に示された
長期評価結果の概要である。

 
 

「広角反射・屈折法調査」と「反射法調査」
参考1

反射法： 人工震源（エアガン）と受振器ケーブル（ストリーマーケ
ーブル）を用いて地下の境界からの反射波を観測／処理し
て地下構造を調べる

広角反射・屈折法： 人工震源（エアガン）と海底地震計（OBS）を用いて地下
の境界を伝わってくる 屈折波を観測／処理して地下深部の
構造を調べる

海洋科学技術センターの構造調査システム
参考２

反射法調査用
「かいれい」4628トン

エアガン　約200リットル
ストリーマーケーブル　156ch

約4000mストリーマー長

広角反射・屈折法調査用
「かいよう」3176トン

エアガン　約200リットル
海底地震計（OBS） 100台



海底地震計 海底地震計 エアガン ストリーマーケーブル

微小地震分布を把握するための海底地震観測研究
参考３

設置位置は、予定です。今後の調査観測の進展や調整によって、変更の可能性があ
ります。

長期型自己浮上式海底地震計の概観
図

海底地殻変動観測の精度向上のための技術開発
参考４

実施機関： 名古屋大学大学院環境学研究科
　　東北大学大学院理学研究科



設置位置は、予定です。今後の調査観測の進展や
調整によって、変更の可能性があります。

海底地殻変動観測用海底局の概観例
（実際に投入する機器は、写真と若干異な

る場合があります。）

海底地殻変動観測装置について
参考５


